
当協会と中国電子商会（China Electronics Chamber

of Commerce：CECC）は、2月23日（木）、中国／北

京市において、「第2回CECC-JEITA知的財産保護会議」

を開催しました。

今回は、平成16年11月の第1回会議（北京市）に続

く2回目の開催で、電子情報技術産業に係わる知的財

産の適切な保護（模倣品対策等）のため、日中の業界

が意見・情報交換を行いました。

中国における模倣品対策等の知的財産の適切な保護

は、わが国の電子情報産業にとっても大きな課題です。

このため、わが国では、官民合同かつ業界横断的な組

織である「国際知的財産保護フォーラム」を中心に

様々な取り組みがなされており、数次のミッションを

中国に派遣し、中国政府関係機関に要請を伝えるとと

もに意見交換を行ってきたところで、JEITAもこの中

心的なメンバーとして大きな貢献をしてきました。

また、電子情報技術産業に係わる知的財産保護問題

に関して、日中の業界が協調して取り組もうと実施し

たCECC-JEITAの第1回会議（平成16年11月）では、

日中双方の電子・電機業界の知財保護の必要性に対す

る認識を共有して連携の基礎が確立されました。その

後1年間、双方に設置した窓口を通じて、日中の知財

保護に関する情報交換を行ってきました。
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「第2回CECC-JEITA知的財産保護会議」の概要報告

写真 1 .  開会の挨拶をする金子専務理事 写真 2 .  日本側の参加メンバー

日　時：2006年2月23日（木）9：00～17：40

場　所：北京新世紀日航飯店

参加者：83名（日本側40名、中国側43名）

○日本側参加企業／団体（順不同）

主催者：（社）電子情報技術産業協会

参加企業：沖データ、オリンパス、キヤノン、ケン

ウッド、三洋電機、シャープ、セイコーエプソン、ソ

ニー、東芝、日本電気、パイオニア、日立製作所、富

士通、船井電機、松下電器産業

オブザーバ：経済産業省商務情報政策局、カメラ映像

機器工業会、電池工業会、日本貿易振興機構（JETRO）

○中国側参加企業／団体（順不同）

参加企業：

開催概要



今回の第2回会議では、日中双方から電子情報産業

に関する知的財産保護、模倣品対策に関する施策の動

向、企業の取り組み状況等の紹介があり、活発な意見

交換が行われました。

中国側からは、政府代表として国家質量監督検験検

疫総局（AQSIQ）より、中国の知財保護の現状；政

府を挙げての知財保護の取組みが紹介されたほか、国

家知識産権局（SIPO）より、企業における知財権保

護の重要性が指摘されました。

中国企業からは、知的財産権の重要性を認識し、経

営の重要戦略と位置付けて国際競争力を確保している

例、また日本企業と同様のブランド侵害被害事例とそ

の具体的な対応策が紹介されました。

これに対し日本側は、経済産業省から、知的財産立

国を目指した日本政府の取組みを紹介し、JEITAから、

各企業の被害事例や対応策、これらに関連するJEITA

の活動などを紹介しました。さらに、オブザーバとし

議事内容

て参加したカメラ映像機器工業会、並びに電池工業会

からもそれぞれ各自の取組みを紹介をするなど、双方

で質疑応答を行い、理解を深めました。

今回の会議において、JEITAとCECCは下記の項目

について合意しました。

1. 1年後をめどに次回会議を日本で開催する。

2. 今後さらに次の項目について、知財保護に関する交

流、連携を強化していく。

① 知的財産保護に関する情報の交換

② 知的財産保護に関する実態調査

③ 両国政府に対する連携した働きかけ

④ 知的財産保護に係る啓発活動

3. 共同調査を実施することとし、その推進のために双

方に推進責任者を置く。

前回会議からの進展としては、今回の会議において、

模倣品による被害の実態やその影響についての現状把

握を行うため、日中双方で共同調査実施を合意した点

が挙げられます。双方の推進責任者を確認し、今後、

実施に向け、早期に具体的な検討を行うこととしてい

ます。

第2回会議の今回、中国の政府・企業とも、知的財

産保護を重視し、その取組みが一層進展したことを強

く感じました。

特に、中国企業から権利侵害に対する具体的な対応

策が紹介された点、知的財産保護の分野においては日

本企業と同じ立場にある中国企業の存在を改めて確認

できて心強く感じると同時に、技術をコアにして権利

取得を最重要経営方針とする企業の事例発表からは、

中国において真の国際競争力を持つ企業が出現してい

ることを認識した次第です。

今回の会議を契機に、日中両国業界が意見・情報交

換を通じてさらに交流を深め、知的財産に関わる問題

の解決に向け、さらに大きく前進するようにして参り

ます。

最後に

成果
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写真 3 .  中国側のプレゼンテーションの模様

（社）電子情報技術産業協会 知的財産保護専門委員会 委員長

齋藤　憲道

（松下電器産業株式会社 法務本部 理事）

オブザーバ：




